
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
（法人番号） 

飯南町商工会（法人番号 4280005006465） 

飯南町   （地方公共団体コード 323861） 

実施期間 令和 3年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 

目標 

経営発達支援事業の目標 
① 小規模事業者の成長発展及び持続的発展を図る支援 
成長発展に意欲的な小規模事業者の掘り起こしを行い事業の持続的発展
を目指し、分析・事業計画の策定等のブラッシュアップを支援し売上の
増加等を図る。 

②食品製造業を中心とした地場産品製造業の商品開発及び販路開拓支援 
需要開拓の主な支援対象者である地場産品製造業者、観光関連業者等の
掘り起しを行い、需要開拓に向けた意識を醸成する。地域資源を活用し
た商品づくりや販路開拓のためのノウハウ等について情報提供し、資質
向上と需要開拓への取り組みを促進する。 

③新規創業・事業承継支援 
新規創業に向けて積極的に支援を行う。また、事業承継予定者がいる事
業所は事業承継計画の策定を支援し計画的な事業承継をしていく。 

事業内容 

Ｉ．経営発達支援事業の内容 

3-1 地域の経済動向調査に関すること 

・業種や規模ごとの経営状況や「ＲＥＳＡＳ」を活用した地域経済動向

を調査、分析し事業所に情報提供を行う。 

3-2 需要動向調査 に関すること 

・既存顧客のアンケート調査を行い、小規模事業者（個店）の扱う商品

やサービスの需要ニーズを収集・整理し小規模事業者の販売戦略立案

を行う。 

4．経営状況の分析に関すること 

・巡回訪問やセミナー開催、金融相談時の状況によって分析対象事業所

の掘り起しを行い、今後の方向性を導く経営分析をする。 

5．事業計画策定支援に関すること 

・小規模事業者が抱える経営課題を解決するため、事業計画策定セミナ

ーの開催や個別指導による経営計画策定の支援を行う 。 

6．事業計画策定後の実施支援に関すること 

・定期的に事業計画の進捗状況のフォローアップに努め、計画との乖離

がある場合はその原因を一緒になって検討し計画の実現性を高める 。 

7．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

・情報発信による新たな需要開拓の支援を図り、ＩＴ等を利用した町外

への発信に積極的に取り組む。 

・飯南町等と連携し、地場産品製造業者に対する商談会への出展支援や

販路開拓支援目指す。 

11．地域経済の活性化に資する取組 

・飯南町交流物産館「iまるシェ」や「道の駅赤来高原」を情報の発信地

点ととらえ、特産品や町内の魅力を核として情報を発信し、広域での

観光振興事業を展開し地域の活性化につなげる。 

連絡先 

飯南町商工会 本所 

〒690-3513  島根県飯石郡飯南町下赤名877-1番地 

TEL 0854-76-2118/FAX 0854-76-2955 E-mail: iinan@shoko-shimane.or.jp  

飯南町 産業振興課 

〒690-3513  島根県飯石郡飯南町下赤名880番地 

TEL 0854-76-2214/FAX 0854-76-3950 E-mail: hayashi-yasuhiro@re.iinan.jp 
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（オ）飯南町総合振興計画 

飯南町では平成 27 年に「第 2 次飯南町総合振興計画」（平成 28 年～令和 6年）を制定してお

り、人口減少や少子高齢化が進むなか、飯南町での幸せを感じられる街を作り、次世代にむけて

持続的な地域を作るため、人口対策に必要な中期的な施策の基本的方向を具体的にまとめてお

り、本町が抱える地域課題の解決やまち・ひと・しごと創世の趣旨を踏まえ、住民、地域、団体、

企業、行政など町全体で共有して推進する公共計画として位置付けている。 

令和２年からの「後期基本計画」（令和 2年～令和 6 年）では、中小企業・小規模企業の振興

についての基本となる事項を定め、町の責務等を明らかにすることにより、中小企業・小規模企

業の振興に関する施策を総合的、かつ、計画的に推進し、中小企業・小規模企業の成長発展及び

その持続的発展並びに地域経済の活性化を図った施策に取り組み、重点施策として地域産業の

担い手育成・確保や経営基盤・地域産業の連携の強化のために島根県、商工会、金融機関などと

の連携強化を掲げている。 

〔出所：飯南町総合振興計画・後期基本計画 基本施策 3-4 商工業等の振興〕 

 

② 課 題 

人口減少・少子高齢化がさらに進むことにより、消費需要の減退につながり地域経済は縮小傾

向になると思われる。 

こうした厳しい環境の中で、管内の食品製造事業者を中心に食に関する地域資源の活用や農

商工連携による新商品開発・既存商品のブラッシュアップなど積極的に取組み、新たな需要と販

路の開拓に取り組むことが必要である。また、地域内の観光施設（スキー場、温泉等）と連携し、

宿泊や飲食店の充実を図る事で地域外から外貨を稼ぐ取り組みをしなければならない。 

管内の課題としては、建設業では公共工事の減少により経営意欲の減退や先行不透明感から

将来への不安を感じている経営者・後継者に対して、公共工事に依存した経営体質の脱却のため

の取組や製造業には生産性・品質の向上による収益・付加価値の重要性についての認識など経営

者の意識改革が必要であると思われる。また、卸・小売業、飲食、理容業等のサービス業は小規

模事業者の高齢化が一段と進むことで、後継者が不在の事業所は廃業を余儀なくされることが

予想される。事業承継対策や買物弱者のために地域住民の生活機能維持の拠点となる食料品や

生活基盤を扱う店舗を中心とした事業者の存続を図ることが課題である。 

 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 

① 10年後を見据えた小規模事業者に対する長期的な振興 

 

管内を主な商圏とする小規模事業者にとって人口減少や高齢化が進む地域は廃業の増加など

は小規模事業者の減少に繋がる外部要因となっている。また、経営者の高齢化、事業承継者の不

在も小規模事業者の減少を加速させる大きな内部要因がある。 

当地域では、人口の減少に加え、消費者の町外流出や交通量の激減、後継者不在による廃業等

厳しい状況である。地域の概況や課題、当町の産業の現状、小規模事業者の置かれた状況を踏ま

え、小売業や飲食サービス業につ ては地域内消費の拡大に向け、経営基盤の強化や経営力の向

上や改善のために事業者と一緒になって国、県、町その他関係機関と連携し、小規模事業者の成

長発展及び持続的発展に努め、地場産品製造業者である食品製造業を中心とした支援では町と

地域産業の連携の強化を図り、販路の拡大による外貨の獲得を目指し、小規模事業者の維持・発

展が可能な「魅力あるまちづくり」の実現を目指す。 
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② 「飯南町中小企業・小規模企業振興条例との整合性・連動制」（平成29年6月施行） 

飯南町では、中小企業・小規模企業の振興を町政の重要な柱と位置付け、町民をはじめ地域全

体が一体となって中小企業・小規模企業の振興に取り組むことで、雇用・交流人口・定住人口及

び地域内の経済循環の拡大を図ることを目指して条例が制定された。 

    

基本理念 中小企業・小規模企業の振興は、中小企業・小規模企業が地域の経済及

び雇用を支える担い手として重要な役割を果たしているという基本的認識

の下、経営の向上及び改善に対する事業者の主体的な努力を尊重しつつ、

国、県、その他関係機関と連携し、中小企業・小規模企業の成長発展及び

その持続的発展が図られることを旨として推進することを基本とする。 

基本方針 町は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施に当たっては、

前条の基本理念(以下｢基本理念｣という。)及び｢飯南町総合振興計画｣の方

針に基づき次に掲げる事項を基本として行うものとする。 

(1)中小企業・小規模企業の経営基盤の強化、企業基盤の町内維持及び新

たな事業展開への支援に関すること。 

(2)中小企業・小規模企業の事業承継及び創業並びに新たな事業の創出の

促進化に関すること。 

(3)中小企業・小規模企業の人材の育成及び雇用の安定に関すること。 

(4)中小企業・小規模企業と関係機関との連携ネットワークの構築及び支

援の促進を図ること。 

(5)中小企業・小規模企業に関する調査並びに情報の収集、提供及び発信

に関すること。 

(6)中小企業・小規模企業の資金調達の円滑化に関すること。 

(7)中小企業・小規模企業に対する支援体制の強化を図ること。 

(8)前各号に掲げるもののほか、中小企業・小規模企業の振興に関する施

策を総合的、かつ、計画的に推進するために町長が必要と認める事項 

事業者の役割 中小企業者・小規模企業者は、基本理念に基づき主体的に経営の向上及び

改善並びに経済的社会的環境変化に応じた事業の持続的発展を図り、併せ

て地域の振興に資するよう努めるものとする。 

中小企業者・小規模企業者は、商工会への加入に努めるものとする。 

商工会の役割  商工会は、基本理念に基づき中小企業・小規模企業の経営の向上及び改

善に資するため、相互に連携を図りながら協力することにより、中小企

業・小規模企業者に対して積極的な支援を行うよう努めるものとする。 

 

〔出所：平成 29年 6月 飯南町中小企業・小規模企業振興条例〕 

 

飯南町商工会ではこの条例の基本方針をもとに、管内の成長発展に意欲的な小規模事業者の

掘り起しを行い、事業者の経営基盤の強化や企業基盤の町内維持に努める。また、外貨の獲得と

地域内消費の拡大に繋げるために、商品開発及び販路開拓などの新たな事業展開を図る。更に、

地域内の事業の継続や活性化を図るために事業承継及び創業並びに新たな事業の創出の促進化

に取り組む。 

当商工会では以下の目標を策定し、飯南町と連携を図りながら、中小企業・小規模企業者に対

して積極的な支援を行う。 

Ⅰ．小規模事業者の成長発展及び持続的発展を図る支援   

 Ⅱ. 地場産品製造業の商品開発及び販路開拓支援    

 Ⅲ．新規創業・事業承継支援 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和 3 年 4月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 

 

 

（２） 目標の達成に向けた方針 

 

①小規模事業者の成長発展及び持続的発展を図る支援 

地域経済の活力及び小規模事業者数の維持のための実行可能な事業計画の策定に取り組む。

また、短期的な事業計画については、国・島根県・飯南町の支援策を活用するために小規模事業

者の意向に沿いながら一緒になって計画を考え、売上増・収益増につなげていく。中長期的な事

業計画については、専門的な支援が必要となることが予想され、専門家派遣事業も積極的に活用

しながら、優先順位をつけて事業者の経営資源・強みを活かした実行可能な取り組みとし、持続

的発展及び経営体質強化に向け計画的な支援を行っていく。事業者に対する個別支援は、経営発

達支援事業を通じて経営分析や事業計画の策定並びにそのフォローアップなど事業所に寄り添

った支援に取り組み、事業者の経営力向上と持続的発展を図っていく。 

  

 

②食品製造業を中心とした地場産品製造業の商品開発及び販路開拓支援 

飯南町の豊かな農産品地域資源を活かし、これらのブランド化を図るとともに、当地域の地場

産業としての製造業は地域ブランドの育成や域外マネー獲得による売上の増大を図る為に、継

続して地域をあげて振興に取組む必要がある。特に販路開拓については、飯南町の「新産業創出

支援事業」や島根県商工会連合会の販路開拓支援事業等を活用し重点的に支援を行っていく。 

地域内の需要の開拓として、地域の課題を鑑み、域外マネーの獲得が当地域の振興においては

非常に重要である。当地域の豊かな地域資源を活用して６次産業の創出を図り、域外に販路を求

める取り組みが必要であり、地域経済に与える波及効果も大きい。また、高速道松江尾道線の開

通は当町の観光客の減少にもなったが、開通に伴い県内への観光客は年々増加している。再び当

地域への観光客が見込まれることは、販路を開拓する好機と捉えることができる。また、この観

光客の増加は、当地の観光資源である琴引スキー場や温泉施設の利用客を一層増加させるもの

であり、観光関連産業の振興は、経済波及効果の大きさからも地域全体の振興に繋がることか

ら、飯南町や飯南町観光協会、関係諸機関と連携して推進を図っていく。 

 

 

③新規創業・事業承継支援 

小規模ながらもサービス業を中心に、空き家・空き店舗を活用しての創業案件は徐々に増えて

おり、県・飯南町・島根県商工会連合会との連携や補助金や専門家派遣制度を活用するなど、積

極的に創業者支援に取り組み、商業集積地の賑わいや地域の活性化を図るとともに、雇用の創出

に繋げ、空き店舗を利用した創業や飯南町へのＵＩターン者に対しての創業相談等を積極的に

行う。また、事業承継については事業承継調査や巡回を通じた相談をもとに、各事業所の実態を

把握する。事業承継予定者がいる事業所は事業承継計画の策定を支援し計画的な事業承継に繋

げる。後継者がいない事業所へは、島根県・国の事業承継支援センター、と連携し、Ｍ＆Ａや事

業承継に係る各種支援施策を活用し、地域内の廃業を抑制する。 
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③管内小規模企業景況調査の実施  

全国商工会連合会が行う「中小企業景気動向調査」は当地区では実施されないため、当管

内の景気動向等について正確な実態を把握するため、飯南町独自の「中小企業景気動向調

査」を実施し、管内小規模事業者の景気動向等について、年2回調査・分析を行う。 

 

【情報収集方法】 商工会で「景況調査」を半期毎に景気動向調査を実施し、管内の景況を

把握し課題を抽出し、年2回、公表する 

【調査対象】   小規模事業者15事業所 建設業・製造業・卸小売業・サー ス業 

【調査項目】   売上額、仕入額、経常利益、資金繰り状況、今後の見通し・課題等 

【調査手法】   当会職員が管内の15事業所に巡回訪問して聞き取りにて行う。 

【活用方法】   当地域の業種別の経済動向の結果を調査事業所へ情報提供を行うと共

に、当会ＨＰへ掲載する。また、個社の取扱商品・サービス内容に応じ

て情報を絞り込み、適宜小規模事業者へ提供し、事業計画策定の基礎資

料とする。 

 

（４）成果の活用 

事業者の視点に立った分析を行い、日々の経営や事業計画の策定に参考となるような情報を

提供する。情報収集・調査、分析した結果はホームページに掲載し、広く管内事業者等に周知す

る。また、経営指導員等が巡回指導を行う際の参考資料とするとともに、事業計画策定の際の外

部環境データとして活用する。 

 

 

３-２．需要動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

①現状 

各種情報媒体による情報収集・整理・分析・提供は全国的な売れ筋商品や新技術、消費者ト

レンドなどの情報を各種新聞、業界紙、インターネット等により収集し整理。商勢圏実態調査

は飯南町の各地域・商品別の地元購買率の推移等を整理・分析し、時系列可能な調査項目につ

いて時系列に比較できるようグラフ化し、収集・加工・整理した需要情報を小規模事業者に提

供することにより、小規模事業者は需要動向を考慮した商品政策等、販売戦略立案のデータと

して活用した。 

収集した情報は月 1回発行する「かわら版」や巡回訪問を中心に情報提供した。特に事業者

にとって重要だと思われる情報については、印刷物の配布時に補足説明するとともに、商工会

が発信した情報の有効性や欲しい情報についてヒアリングし、収集・整理した上で需要開拓に

資する有効な情報として個別に事業者に提供した。 

需要動向調査と情報提供を中心に実施したが、全国・県内のデータに依存したため、地域性

や事業規模による乖離などがあり、事業者が必要とする地域内（飯南町）でのピンポイントの

動向調査が情報として提供できなかった。 

 

②課題 

事業計画策定の上ではより身近な消費動向の調査が必要であり、需要動向の調査を効果的に

活用するには、限定した業種の中で個々の事業者単位で需要動向調査を実施する必要がある。 
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（４）事業内容 

事業計画策定 30 社のうち事業者の状況を確認したうえで、フォローアップの頻度を都度変更

し、原則として年 4回から年 2回の幅を持って対応する。ただし、事業者からの申出等があった

場合には、すみやかに対応する。なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じ

ていると判断する場合にはその原因を事業者と共に検討し、見直しが必要であれば見直しを行

う。 

事業所内の経営資源で対応が難しい場合は、国や県、各関係支援機関とのネットワークや専門

家派遣制度など適切な支援メニューの活用の提案を行うとともに、計画の実施に必要な設備及

び運転資金の手当てが必要な場合は、日本政策金融公庫や金融機関等の制度資金を活用し支援

を行う。また、外部専門家など第三者の視点を必ず投入し、当該ズレの発生原因及び今後の対応

方針を検討のうえ、フォローアップ頻度の変更等を行う。 

 

 

７．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 

①現状 

少子高齢化により需要の減退が著しい昨今、新たな需要を開拓することで、経営資源の活用

幅が広がり、収益の向上が図られ、事業の持続的発展につながっていくと思われる。当地域で

は「域外マネーの獲得」を掲げており、商工会も飯南町等と連携して販路開拓支援に取り組ん

で飯南町交流物産館「ⅰまるシェ」に参画し、広島からの誘客に向けた事業を行っている。ま

た、製造業を中心に商談会・展示会や各種イベントへの出展等について支援を行い、新商品開

発や販路拡大につながる一定の成果を得ている事業者もいるが、一方で、出店に不慣れな事業

者に対しての展示販売会や商談会に向けた準備段階での商品のブラッシュアップや、事業者自

身のスキルアップについて十分な支援ができずに成果が出ない事業者もあった。 

 

②課題 

伴走型補助金を活用し、積極的に販路拡大の支援をしてきたが、展示会の事前・事後のフォ

ローが不十分なため新規の販路先の開拓が伸び悩んでいる。 

会員アンケートの経営課題についての質問では、すべての業種で「売上確保」が最多であっ

た。小規模事業者においては、経営資源の不足から需要開拓のための商品開発や情報発信、営

業活動などが十分にできていないのが実情である。従来の製造業の販路拡大支援だけでなく、

新たな製造業も中心に販路拡大支援の取組をいかに効果的に進めるかが課題となっている。 

 

（２）支援に対する考え方 

販路拡大を目指す意欲的な小規模事業主や後継者に対し、各出店事業者の個々の技術力、販売

力、生産力を判断し、事業者に寄り添った販路の開拓に取組む。  

町内に取り組む企業の選定として、飯南町の特産品「紅はるか」（サツマイモ）や地域資源「イ

ノシシ」、「飯南米」等を製造加工販売している業者が数社ある。これらの特産品は「干し芋」「焼

き芋」や「アイスクリーム」、「イノシシカ ー」「イノシシ肉まん」等に加工され商品化してい

る。また、「無農薬の米」や地元の「清酒」としても商品化されており、更なる販路開拓に意欲

的である。これらの商品のブラッシュアップやそのためのニーズ調査、求めるべき販路とアプロ

ーチ手段の研修など、大舞台（展示会等による新たな取引先の開拓）へのステップをひとつずつ

丁寧に繰り返し、事業者の意識改革とレベルアップを図り、全体の底上げによる売上増加につな

げていく（BtoB）。また、小規模事業者の食品製造小売業で地元の販売を中心に行っている事業

者に対しては町外・県外への売上の拡大を求めて、広島で行われる「しまねフェア」などの販売

会への出展を促す（BtoC)。また、出展に意欲的であり、販路拡大に積極的な事業者に対しては
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の魅力発信と取引拡大につなげる。観光関連事業者は、商工会で関連施設リストを作成し、Ｗ

ｅｂ上で情報発信すると共にブログ等を活用しタイムリーな情報発信と誘客につなげる。 

 

③展示会・商談会等による需要開拓の支援（BtoB）（BtoC） 

商工会が支援する以下の展示会・商談会については、事業者が出展を申し込む窓口が商工会

の場合と、窓口が行政等の場合がある。前者の場合は、商工会は事業者に対する出展の案内や

その取り纏めを始め、展示会等の主催者に対する申請書類の作成や出展事業者との調整など多

岐にわたる。行政等が窓口となる場合においても、出展申込といった関係書類の作成、商品・

サービスのブラッシュアップや商談の進め方の提案、およびプ ゼンテーション力の向上やパ

ンフレット、チラシ等の販売促進ツールの作成指導を行う。さらに専門的な指導が必要な場

合、専門家も交えて総合的に支援を行っている。また、展示会等の出展後にはバイヤーなどの

評価を踏まえ、今後の取引につながるよう商品のブラッシュアップや新商品開発、営業活動の

強化について関係機関との連携や専門家派遣制度の活用などにより成果が上がるよう伴走型

の支援を実施する。 

 

ア）島根県産品展示・商談会（BtoB） 

開催時期 ：毎年 3月 

開催場所 ：出雲市 

対象事業者：食品製造業者 2社 

内  容 ：島根県が主催し、島根県の販路・取扱拡大に向け、生産者・加工

事業者等と流通関係者とのマッチングの場を設定。 

出店業者数：90社 来場者 500人-Ｈ31実績 

 

ウ）ビジネスフェア中四国（BtoB） 

開催時期 ：毎年 2 月 

開催場所 ：広島市 

対象事業者：食品製造業者 2社 

内  容 ：中四国の企業・団体の広域的な販路拡大や経済交流を図るた 

めの中四国地域最大級の商品見本市・商談会。 

出店業者数：128社  来場者数 2,800人 -Ｒ1実績 

 

エ）FOOD STYLE福岡等（その他の商談会 大阪・東京）（BtoB） 

開催時期 ：毎年  9～2月 

開催場所 ：福岡・大阪・東京 

対象事業者：食品製造業者 2社 

内  容 ：外食・中食・小売の販路拡大をする企業を対象とし、全国の 

販路拡大を目的としたバイヤーとの商談会 

出店業者数：588社  来場者数  14,000人-Ｒ1実績 (FOOD STYLE福岡) 

 

オ）島根ふるさとフェア（BtoC） 

開催時期 ：毎年 1 月 

開催場所 ：広島市 

対象事業者：食品製造業者 5社 

内  容 ：広島市内にて島根県各地域の観光情報や特産品、伝統工芸な 

どを幅広く紹介し販売している。 
出店業者数：200社 来場者 170,000人-Ｒ2実績 
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飯南町と連携し、首都圏を中心に高級スーパーや百貨店等のバイヤーへの情報発信に取 

り組み事業者の参加を支援し需要開拓につなげる。情報発信については、事業者独自でバイヤ

ー等に対し、取扱っている商品を情報発信することは難しく、１事業者の発信では聞く耳をも

ってもらえない事も多い。しかし、商工会や飯南町が、事業者とバイヤーの仲介役となって、

事業所・商品の特徴を発信することで、商談の土俵に上がる機会は増える。 

 

④「ｉまるシェ」との連携による需要開拓の支援 

広島県三次市に設立した飯南町の交流物産館「ｉまるシェ」では、商工会・飯南町・ＪＡ・

森林組合・民間企業１社が有限責任事業組合飯南パートナーズを設立し共同で運営している。

飯南町の特産品及び地域食材の販路拡大、交流事業の推進並びに観光資源歴史文化等の情報発

信を展開することを目的としている。距離の近い広島市場への需要開拓を進めるために、これ

らの機関と情報交換会を開催するなど連携を密にし、管内事業者に情報提供すると共に、域外

市場のニーズ把握を行い事業者にフィードバックし、商品開発や改良、需要開拓の支援につな

げる。 

 

 

８.事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

①現状 

経営発達支援事業の効果的な実施のため、定期的な職員会議で 計画した事業の実施状況及

びその成果、課題について確認・検討し、事業推進方法の見直しを行った。事業終了時に外部

有識者による評価委員会を開催し毎年度、各事業の事業結果を検証・評価し次年度の改善を報

告した。また、事業の結果について、事業年度終了時に 商工会 役員、総会時にて報告し商工

会のホームページでも公表し地域の事業者が常に閲覧可能な状態にした。 

 

②課題 

事業年度終了時に商工会のホームページへの公表が遅れることがあり、今後は遅延なく公表

する。 

 

（２）事業内容 

毎年度、本計画に記載の事業の実施状況及び成果について、以下の方法により評価・検証を

行う。 

・理事会に おいて事業の実施状況、成果の評価・見直し案の提示を行う。 

評価方法は、定数目標がある項目については目標に対しての達成度合い、定数目標のない

事業については事業報告により評価する。 

・当会の理事会と併設して飯南町産業支援センター会議（下記の構成メンバー） を年 2 回

開催し、経営発達支援事業の進捗状況の評価を決定する 。 

・当該の支援センター会議の事業の成果・評価・見直しの結果については、役員会にフィー

ドバックした上で、事業実施方針等に反映する。 

・事業の成果・評価・見直しの結果を広報にて会員事業所に周知するとともに、当会のホー

ムページ（ http:// /iinan.shoko-shimane.or.jp ）で公表する。（年 2回） 

 

※飯南町産業支援センター 

目的 

経営発達支援事業の成果、評価及び見直しをする機関として、外部有識者で構成されてい
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る下表の「飯南町産業支援センター会議」とする。また、「飯南町産業支援センター」は本

事業が計画どおり進められているかどうか実施状況を確認するとともに、乖離がある場合は

早期の軌道修正を行い、円滑な事業推進を図ることを目的とする。 

《 構成メンバー 》 

委員長   飯南町産業振興課  課長             

委 員   島根県商工労働部  産業振興課長      

         しまね産業振興財団 新産支援課長      

       飯南町商工会    事務局長       

                 法定経営指導員      

                 経営指導員      

外部有識者 ㈱日本政策金融公庫 松江支店   

山陰合同銀行    掛合支店、赤名出張所      

   事務局   飯南町産業振興課  主幹         

 

 

９．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

（１）現状と課題 

①現状 

経営指導員等の支援能力の向上は島根県、商工会議所、商工会連合会が実施している経営指

導員等研修会等へ参加。支援ノウハウ、情報の共有は経営発達支援事業で実施した経営分析・

事業計画・地域経済動向調査等について職員会議で情報共有を図り、全職員で検討することに

より支援ノウハウの向上に結びつけた。 

②課題 

研修内容等については職員が復命書で報告はしているが内容について個人差があるため、支

援能力の向上の取組みについての経営指導員と経営指導員以外では能力の向上の差があるた

め、全職員に対して支援能力向上の機会を与える必要がある。 

 

（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

経営指導員及び指導職員、一般職員の支援能力の一層の向上のため、島根県商工会連合会が

主催する研修会に積極的に参加するとともに、経営指導員等が研修会等で習得したノウハウを

共有する。全国商工会連合会の Web研修を毎月受講し必ず年１回効果測定を実施する。また、

中小機構等の主催する研修会に経営指導員が年間１回以上参加し資質向上を図る。これらの研

修で習得したノウハウを活かし、小規模事業者に対して売上及び利益確保、経営改善計画書や

事業承継計画書の作成など、伴走型の支援に取り組む。 

 

②ＯＪＴ制度の導入 

支援経験 の豊富な経営指導員と指導職員、一般職員とがチームを組成し、巡回指導や窓口

相談の機会を活用したＯＪＴを 若手職員に対し積極的に実施し、組織全体としての支援能力

の向上を図る。組織内で勉強会を年２回程度実施し職員の能力アップを図る。 

 

③職員間の定期ミーティングの開催 

経営指導員研修会等へ出席した経営指導員が順番で講師を務め、経営支援の基礎から話の引

き出し術に至るまで、定期的なミーティング（年 4 回）を開催し意見交換等を行う事で、職

員の支援能力の向上を図る。 
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④データベース化 

支援ノウハウを組織内で共有するため、担当経営指導員等が 支援中の小規模事業者の状況

等を職員全員が相互共有できるよう、組織内共有ホルダーで管理保存し情報を共有する。さら

に、島根県商工会連合会の基幹システム、企業指導カルテや小規模事業者支援システムを活用

し、担当外の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにする。 

 

 

１０．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

（１）現状と課題 

①現状 

地域内の他の支援機関との支援ノウハウの情報交換としては、島根県商工会連合会が年2回、

地域ごとに開催する連絡会議において同ブロックの他の商工会と小規模事業者の需要動向や

支援ノウハウについて情報交換を行い伴走型支援について情報共有している。また、日本政策

金融公庫が支店内の商工団体を対象に年2回実施する協議会にて支援ノウハウ等の情報交換を

行うとともに、支援に役立つ情報の収集を行い、金融支援に役立てている。その他、「飯南町

産業支援センター」と連携しながら、担当課である飯南町産業振興課と定期的に連絡会議を開

催し、町内小規模事業者の課題の把握と解決に向けた情報交換を行っている。 

 

②課題 

飯南町産業支援センター会議では町内小規模事業者の課題の把握と解決に向けて飯南町の

産業全体について情報交換を行っているが、今後は個社支援に向けた積極的な情報交換も必要

であると思われる。  

 

（２）事業内容 

①雲南ブロック経営支援連絡会議（年2回） 

島根県商工会連合会が、地域毎に開催する連絡会議において情報交換を行う。日常の業務に

おいての相互のスキル等に関する意見を交換し、他の商工会が経営発達支援計画をどのように

進めているか情報交換を行うことで、支援ノウハウの向上を図る。 

 

②日本政策金融公庫との支援ノウハウ等の情報交換の実施（年2回） 

日本政策金融公庫松江支店が支店管内の商工団体を対象に実施する協議会において、小規模

事業者支援に有効なノウハウ等に関する情報を交換・収集し管内事業者の円滑な金融支援に繋

げる。 

 

③飯南町産業支援センター会議への参加（年4回） 

飯南町、島根県中小企業課、島根産業振興財団、山陰合同銀行等の関係者が参画する「飯南

町経済振興会議」に出席し飯南町の小規模事業者を取り巻く環境や課題、地域経済の動向等を

把握するとともに、相互の支援ノウハウの情報交換を行うことで、支援ノウハウの向上に努め

る。 

④飯南町産業振興課との連携・情報交換（随時） 

飯南町の商工行政の担当課である、産業振興課との連携を密にし、常に最新の町の課題、施

策の動向を把握し、その対応について連携して取組むことにより、町内事業者の支援に役立て

る。 
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１１．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

 

（１）現状と課題 

①現状 

  飯南町は、地域資源を活かしたまちづくりを進めており、当商工会も町と連携をとり地域活

性化事業に取り組んでいる。これまで、観光振興や地域資源活用支援などに取り組むと共に、

地域産品の需要開拓やにぎわい創出のためのイベント開催や運営支援も行っている。また、平

成 25 年には、飯南町交流物産館「ｉまるシェ」が広島県三次市にオープンし、町外への情報

発信・販路開拓・商品開発等に取り組んでいる。また、人口減少により地域の活力が低下する

中、域外に対して当地の魅力をＰＲし交流人口を増やすことで地域の活性化につなげようと、

多くのイベントを実施している。中でも、「赤名半夏祭り」は約 5 千人の来場者のある当地最

大のイベントであり、商工会が主体となり飯南町、飯南町観光協会、自治会、の協力のもと活

動している。また、「とんばら夏祭り」はとんばら夏祭り実行委員会を組織しており、商工会、

飯南町、飯南町観光協会、自治会が協賛のもと、予算確保や事業計画の立案、運営に地域あげ

て取り組んでいる。 

商工会女性部が「よさこい踊り」を平成 23 年に部員の健康と部員間のチームワークの強化

として設立した。現在では町内はもとより町外からも数多くのイベント出演の依頼がきてい

る。また、5月の飯南町の「牡丹まつり」では商工会女性部が中心になって「よさこい踊り」

の共演を行っており、演者だけでも県内はもとより中国管内から 20 団体、120 名が出演する

イベントを行っている。 

 

②課題 

イベント実施については、歴史のあるイベントや 新たなイベント開催も増える中で商工会

では 商工会青年部、女性部も協力して地域の活性化に取り組んでいるが、部員の減少で継続

開催するには実施体制の見直しが必要である。今後、飯南町や観光協会・自治会等の連携は今

まで以上に重要であるが、新な組織作りには更なる理解と労力が必要である。 

 

 

（２）事業内容 

飯南町の魅力づくりや活性化のため飯南町、観光協会、実行組織と定期的に開催する。また、

当地の特色を活かした賑わいのあるイベントを継続実施し、域外からの誘客と交流人口の増加、

観光産業の消費拡大を図り地域の活性化を目指す。また、「ｉまるシェ」を飯南町の発信の拠点

としてとらえ、地域の特産品の販路拡大と観光を中心 とする情報発信など飯南町のため、運営

団体や飯南町との連携強化を図る。 

 

① 「ｉまるシェ」による特産品の発信の取り組み 

飯南町交流物産館「ｉまるシェ」は広島県三次市に開設しており、新鮮な野菜や特産品の販

売はもとより、地元の企業が出雲そばの飲食店を出店している。年間来客数は 22,000 人（購

入）で、地元企業（㈲一福）、飯南町、農協、森林組合、商工会などで組織する「ｉまるシェ

実行組織」を年 12 回定期的に開催し、飯南町の特産品や町内の魅力を核として観光客の受け

入れや空き家・空き店舗対策、町並み整備、交通対策など、課題の解決と魅力あるまちづくり

について協議する。また、温泉・森林セラピーやスキー場、大しめ縄創作館など町内の自然や伝

統を幅広くＰＲすることで、広域での観光振興事業を展開し地域の活性化につなげる。 
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「飯南町アンテナショップ「ｉまるシェ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域活性化につながる賑わい事業 

実行委員会組織によるイベントの継続開催 

・ 赤名ぼたんまつり 

構成団体：飯南町、観光協会、自治会、商工会等 

開催日程： 5月 第 2 土曜日 

会  議：実行委員会 年 4 回開催 

・ 赤名半夏祭り 

構成団体：半夏祭り実行委員会 商工会及び青年部・女性部 

飯南町、自治会等 

開催日程： 7月 第 1 土曜日 

会   議：実行委員会 年 5 回開催 

・ とんばら夏祭り 

構成団体：とんばら夏祭り実行委員会 商工会及び青年部・女性部 

飯南町、自治会 

開催日程： 7月 第 4 土曜日 

会    議：実行委員会 年 5 回開催 

・ 東三瓶フラワーバレー 

構成団体：島根県、飯南町、商工会等 

開催日程： 6月 第 2日曜日  ポピー祭り 

             11月 第 2日曜日 コスモス祭り 

会  議：実行委員会 年 4 回開催 

 

③地場産品の需要開拓 

情報発信及び交流拠点とされる「道の駅赤来高原」は飯南町の観光協会の事務局もある。そ

のため「道の駅赤来高原」を情報の拠点として位置づけ飯南町や観光協会と地元商工業者が連

携を図る。特に、観光やイベントに関する情報は、施設内に事務局を置く観光協会に対しても

地域の情報提供を月１回行い、誘客活動に一体となって取り組む。また、地域の特色ある加工

品の掘り起しを行うとともに、特産品の販売や地域の交流拠点としての施設活用方法につい

て、積極的に意見が言えるよう中心的な役割を果たす。 

 

④地域内資金循環を目的としたポイントカード事業検討の取り組み 

地域の小規模事業者等が連携して、地域内で資金を循環する又は地域外から資金を呼び込

むためのポイントカード事業を検討する取り組みを行い、新たな事業創出の芽を育てる。 

地域活性化 

情報発信・商品開発・販路開拓・ブランド化・産業振興 

（参画し産業観光振興交流人口の拡大を図る。） 

有限責任事業組合飯南パートナーズ

 

飯南町商工会

飯石森林組合
島根県農業協同組合

飯南営農経済センター

奥出雲そば処

㈲一福

アンテナショップ事業 
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町内のポイントカード事業は今まで、「あかぎスタンプ会」、「頓原スタンプ会」とそれぞれ

が独立して運営していたが、令和元年に 2 スタンプ組合が合併して「飯南振興カード会」（55

加盟店）を発足した。商工会では、「飯南振興カード会」と連携し、キャシュレスの加盟促進

や今年度は飯南町の発行する「元気券」（飯南町がコロナにより町内消費減退を危惧し、町民

1人に 6,000円の商品券を発行）の換金やコロナ対策として「飯南振興カード会」が発行する

「ＲＰＣ券」（1,000の商品券）を 70組にプレミアム配布を行っている。秋には飯南町と連携

してプレミアム商品券を発行する予定であり、町内の商業の活性化に努めている。 

商工会では地域商業活性化のために今後も「飯南振興カード会」と年 6回、定期的に会合を

開催し消費活性化や新たな事業創出が行えるよう支援を行う。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 5年 10月現在） 

（１）実施体制 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する

経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

① 法定経営指導員の氏名、連絡先 

 

■氏 名：新 健太郎 

■連絡先：飯南町商工会（本所） 0854-76-2118・（支援センター）0854-72-0907 

 

① 法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評

価・見直しをする際の必要な情報の情報等を行う。 
 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 
①飯南町商工会 本所 

〒 690-3513 島根県飯南町下赤名 877-1番地 

TEL :  0854-76-2118 / FAX ：0854-76-2955 

E-mail: iinan@shoko-shimane.or.jp  

飯南町商工会 支援センター 

〒 690-3207 島根県飯石郡飯南町頓原 2212-3番地 

TEL : 0854-72-0907  FAX ：0854-72-1239 

 

②飯南町 産業振興課 

〒 690-3513 島根県飯石郡飯南町下赤名 880番地 

TEL : 0854-76-2214 / FAX：0854-76-3950 

E-mail: hayashi-yasuhiro@re.iinan.jp 

 

飯南町商工会 事務局長

【本所】

法定経営指導員： 1名

補 助 員 ： 1名

記帳選任職員 ： 1名

一般職員 ： 1名

【支援センター】

経営指導員 ： 1名

記帳選任職員 ： 1名

飯南町 産業振興課
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（別表３） 

  

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法     （単位 千円） 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

必要な資金の額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

 

〇専門家派遣費 

〇セミナー開催費 

〇商談会出展費 

 

200 

200 

600 

 

200 

200 

600 

 

200 

200 

600 

 

200 

200 

600 

 

200 

200 

600 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、飯南町補助金、島根県補助金 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


